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論文内容の要旨

　本論文は，建築学における建築史・都市史研究の立場

から，都市・建築の動態について，人々の生活に甚大な

影響をもたらした社会的な事件によって生じた社会変動

との関連から論じるものである．研究課題は，近代中国

において伝統都市が近代都市へいかなる経緯をもって変

容を遂げたのかについて，前近代と近代の連続的な視点

でもって解明することである．研究対象は，一九世紀後

半から二〇世紀前半の近代中国における蘇州を中心的な

素材とし，社会変動と都市・建築に関して検討すること

を通じて，伝統都市から近代都市への変容について論証

する．

　本論文は，大きく緒論・第1部・第皿部・補論・結論

という構成によって論を展開する．

緒論では，本研究に至る問題意識を明示し，中国建築史・

都市史に関する研究史を概観したのち，本論文の課題と

構成について述べる。また，研究対象にかかわる諸事項

について整理する．

　第1部「明清代の伝統社会と都市・建築」は，清代ま

で連綿と継続されてきた伝統社会を背景として形成され

た都市・建築について考察し，本論文の主題である近代

（第fi部〉の前夜的な事象を論証する．

　明清代の伝統社会は，首都北京を中心とした中央集権

的な国家体制のなかにあり，それ以外の都市は一地方都

市として従属していた．蘇州は，その数多ある地方都市

の一つに過ぎなかったが，経済の発展により文化水準が

高く，地方都市のなかではひときわ存在感を示す都市で

あった．政治の問題や経済の問題は既に発表されている

先行研究に譲り，本論文の第一章・第二章では，蘇州に

付せられたもう一つの顔である「文化都市」としての特

質に着目し，明末を最盛期とする蘇州文化を牽引した文

人に着目し，彼らが構築した伝統文化と都市・建築につ

いて述べる．また，伝統社会における隅々まで統制する

ために実施された宗族制度は，人々の処世に必須のもの

として浸透しており，このことが伝統社会の都市空間に

宗教の展開とは別の宗族的な要素を展開させていた．第

三章では，伝統社会の一断面として看過できない要素で

あるこの宗族に注目し，宗族特有の建築物の構築や族人

の土地建物所有について考察する．

　第ll部「清末民国期の社会変動と都市・建築」は，本

論文の中核に位置するものであり，清末から中華民国期

の様々な社会変動に直面したさい，都市・建築はいかな

る影響を受けたのか具体的に論証するものである．

清同治四〇（一八四〇）年のアヘン戦争に始まる中国の

近代は，蘇州にとっては静かな幕開けであった．劇的な

変貌を遂げていく租界都市や植民都市とは異なり，目に

見える変化には乏しかったのである．それから一〇年を

経た清威三元（一八五一）年に起こった太平天国の乱は，

中国革命の先駆として評価される一方で，その支配力拡

大の過程では人々をはじめ都市・建築を戦乱に巻き込ん

だ．蘇州にも出島豊一〇（一八六〇）年に太平天国軍が

侵攻し，都市空問を破壊したのである．第四章では，こ

れまで明らかとされていないこの戦災による破壊状況と

復興状況について論証する．

　第五章では，清末の国際関係の激変によって生じた租

界に着目する．蘇州は，清光緒ニー（一八九五）年に開

高し，これによって日本租界と英米共同租界が形成され

た．とりわけ大規模であった日本租界に関して，租界地

形成と蘇州に移住した日本人の諸活動を考察する．

清光緒二八（一九〇二）年，清朝は旧態の国家体制のま

ま諸外国の圧力に押されるように教育を近代化するべく

学制改革を実施した．これにより，庶民や女子にも教育

の機会が与えられ，社会的には着々と近代化が進められ

たのである．第六章では，この教育の近代化によって都

市・建築がいかに影響を受けたのかについて明らかにす

る．

　清宣統三（一九一一）年清朝が崩壊し，中華民国が成

立する．封建体制の崩壊と民主主義の成立は，人々にと

って明るい未来を予想させるものであったに違いない．

主権を握った国民党は新国家体制の形成を進め，その一

環として各都市の改造計画を推し進めた．第七章は，蘇

州で一九二八年に計画・実施された中華民国期の都市改

造について検討する．また，同時期に展開していた住宅

地開発についても考察している．

　補論は，蘇州を中心に扱う本論文の問題に関連して，

江南の他都市の事例を検討したものである．

第八章は，紹興を素材として伝統的商業空間の特質につ

いて考察する．第九章は，寧波を事例に明・清・中華民

国の都市住宅における建築的特徴を段階的に考察し，そ

の時代の流れのなかで街区構造がいかに変容していった

のかを実証的に考察する．

　以上のように，多角的な視点でもって論証していき，

これによって得られた各章の結果を論拠として，社会変

動と都市・建築の同時代的変遷から，近代蘇州にみる伝
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統都市から近代都市への変容について結論を述べる．

論文調査の要旨

　蘇州は中国の屈指の伝統都市であり，その伝統的側面

についてはこれまでにも数多くの研究がなされてきた．

本論文は，そのような蘇州の都市空間を「近代化」のプ

ロセスに焦点をあてて検討したものである．その際，こ

れまで別個に論じられてきた伝統都市と近代都市の変容

過程を連続的に捉えること，従来の近代都市史研究が主

に都市計画史的な視点に立脚するのに対して都市内部で

の自生的展開にも注目した総合的な都市史研究を目指す

こと，都市空間を社会と密接不可分なものとして捉え，

近代に起こった様々な社会変動との関係性から都市・建

築空間を考察することの3点が目標とされている．

　本論文は，大きくは明清代における伝統都市としての

蘇州について論じた第1部と，清末から中華民国期にか

けての近代期の動向を検討した第II部の2部構成となっ

ている．

　著者は，まず緒論において中国建築史・都市史研究の

動向を整理した上で，自らの研究課題を，中国において

伝統都市が近代都市にいかなる経緯で変容を遂げたのか

を解明することとし，分析の視点と方法を示すとともに，

分析対象としての蘇州を概説している．

　第1部第一章では，蘇州の上流階層をなす蘇州文人の

思想的背景とその住まいである第宅園田について，文献・

絵画史料や建築遺構を用いて検証している．結論として，

城内・城外を問わず，儒教的空間である二二と道教的空間

である辺落を併せ持つことが蘇州文人の居住環境の特質

であり，その構成原理は都市と集落で共通にみられると

している．それを受け，第二章では，蘇州文人を代表す

る王整とその一族が居住した集落と都市の住宅遺構を実

測調査し，その建築的特徴を検証することで出山園林と

しての共通性を具体的に抽出している．そして，こうし

た文人の活動を通じて，距離的に遠い集落と都市の居住

環境が相互に影響関係にあった可能性を指摘している．

第三章では，第二章で取り上げた洞庭東山王氏の土地建

物所有の特徴を，宗譜や魚鱗図冊などの一次史料をもと

に分析しており，とくに宗族制度との関係性を重視して

宗族で共有される祠堂・義荘・義塾の都市と集落での存在

形態を明らかにしている．

　第ll部は，近代都市としての蘇州に関する考察で，本

論文の中核をなすものである．第四章では，清末の太平

天国による伝統都市・蘇州の都市破壊の実態を検討し，

太平天国が標榜した伝統社会打倒のために仏教寺院，政

府機関，公立の学校施設，善堂などが集中的に破壊され

る一方で，道路や橋梁といった民衆生活にかかわるイン

フラの破壊は行われなかったことを指摘している．第五

章では，蘇州に設置された日本租界を取り上げ，その開

発経緯や計画内容，変遷過程などについて史料をもとに

考察し，これまで研究蓄積の少なかった蘇州における租

界地の実態を明らかにしている．第六章では，前近代の

教育施設が蘇州においてどのような形態を取っていたか

を明らかにした上で，20世紀初頭に設立された「学堂」

を分析対象として，清末における教育の近代化と都市空

間の関係を論じている．その中で，学堂の多くが旧態の

宗教施設や公共施設を転用したものであったことを実証

的に示している．また，キリスト教の布教活動とともに

英米人の建設した教育施設に注目し，城内の東南部にお

いて東国大学を中心に近代建築群が建設され，周辺環境

が改変された状況を復原している．第七章では，1920年

代に策定された都市改造計画「蘇州工務計画構想」を検

討し，行政地域として構想された「市中心地区」が公園・

文教施設へと転換し，さらに近代建築による民間の住宅

地開発地域へと変更されていく過程を，文献・地図史料と

現存遺構調査より解明している．これまで蘇州における

近代都市計画についてのまとまった研究は少なく，これ

らはその基礎的な知見を提示したものとして高く評価さ

れる．

　補論として，同じく江南都市の紹興と寧波を対象とし

た現存遺構の実測調査に基づく考察を行っている．第八

章では，紹興における清末民国期の商業街「東街」につ

いて，その建築的特徴と街区構成についての分析を行っ

ており，第九章では寧波における文人地区である，月湖西

地区を対象に明・清・民国期の住居形態の変遷プロセスを

明らかにするとともに，街区形成過程を推定している．

これらは，蘇州に関する成果とともに江南都市の近代化

過程を捉える視点に向けての基礎データと位置づけられ

るものである。

　以上のように本論文は，中国伝統都市の代表

としてのみ語られることの多い蘇州を素材とし

て取り上げ，社会と空間の関係性に注目しなが

ら，伝統都市から近代都市への変容過程を広範

に見通すことを試みた意欲的な研究である．ま

た，文献史料・地図・絵画史料と現地での実測

調査を交えた実証的な分析を行い，建築的なレ

ベルまで具体的に検証しながら都市空間を論じ

ることで，多くの新たな知見を開示しており，

都市史および建築史に寄与するところが大きい．

よって，本論文は博士（工学）の学位に値する

ものと認める．
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　人格の完成を目的とするわが国の学校は，教科・学習指

導と生徒・生活指導とを教育活動の基軸としており，中学

校においては，教科指導における教科担任制と生活指導

における学級担任制が併用されてきた．そこで，学級担

任教員による教科指導と生活指導とを終日実施できる小

学校に対して，中学校における生徒・生活指導には教員の

連携による生徒指導体制が必須であり，教員同士の情報

交換や打ち合わせが不可欠とされてきた．

　建築計画研究においては，学校建築研究の大半が小学

校で，しかも教室などの生徒用スペースが中心であり，

中学校の職員室に関する研究はきわめて少ない．一方，

職員室に加えて学級教室が教員の執務や生活の拠点とな

っている小学校に対して，中学校の教員空間は職員室お

よびその周辺に限定されており，正常な学校運営に寄与

する職員室の役割は小学校に比して大きいと考えられる。

さらに，不安定な時期にある中学生の指導にあたる中学

校教員の心身の負担は大きいと考えられ，教員が教育活

動を円滑に実施するための執務の場，生活の場としての

職員室，および教員空間の配置計画に関して考察する必

要性は高いと考えられる．

　そこで本研究は，教員の視点から中学校職員室に関す

る建築計画的知見を得ることを目的としている．本論文

は全6章で構成する．

　序章は，研究の背景，教員空間の定義，研究の目的，

および，研究の方法について述べた．

　第1章では，明治の近代教育制度の成立とともに確立

されてきた教育システム，それに連動して変化した教員

の呼称，および，教員空間の名称の変遷から「職員室」

の定型化の過程を考察した．学制当初は休息の場であっ

た教員空間は，明治後期には休息機能に加えて事務・校

務の場，会議の場，情報交換の場としてのいわゆる「統

合型職員室」が定型化したことを論証した．次いで，第

二次世界大戦後，全国的には従来型の中学校校舎が建設

される一方，建築学からはプラツーン型運営や教科教室

型運営が提案され，教員空間としては，休憩室の設置と

機能による分散化が提唱されたことを確認した．さらに，

昭和40年代のオv・一・一・プンプランスクールの提案に続いて，

昭和50年代には教科センター方式の運営が提案され，教

科経営を軸とした中学校の運営が提唱された結果，教科

ごとの「分離型職員室」とそのオープン化，および，教

員空間の分散配置が提案された経緯を論述した．その一

方では，学級教室を重要視する研究や閉じた学級教室が

設計された事例があることを明らかにした．こうしたな

かで，中学校の教員からは，学級経営・学年経営を基盤

とした特別教室型運営，および，統合型職員室が支持さ

れてきた歴史的事実を確認した．

　第2章では，教科ごとの「分離型職員室」を設置し，

教科教室型運営を実施した中学校において，運営開始後，

施設の使用過程の中で，運営方式の変更と教員空間の改

変を実施した事例について，詳細なヒアリング調査を実

施してその検証を行った．その結果，わが国の中学校で

は運営方式や学校規模に関わらず，学級経営や学年経営

による生徒指導が運営の基盤となっていることを明らか

にし，教科教室型運営においては生徒の移動と学級教室

の喪失が生徒指導問題の要因となったこと，加えて，教

科ごとの分離型職員室では学年教員による生徒指導が困

難になったことを論証した．またさらに，校務分掌等，

学校運営上の総合的な観点からは全教員の集合が必要と

なることを論証し，統合型職員室が有用であることと，

オープンな教員空間は教員の執務を妨げることを明らか

にした．

　第3章では，「統合型職員室」を持つ中学校と「分離型

職員室」を持つ中学校における教員の精密詳細な行動記

録調査，アンケート調査，インタビュー調査，並びに，

教員空間の使われ方の精密観察記録調査から考察を行っ

た．中学校の教員は時間の制約が極めて大きく，放課後

に加えて休み時間も執務時間になっていること，なかで

も，10分休み時間が移動や生活行為の他，極めて過密な

執務時間となっていることを実証し，さらに，その10

分休み時間には，学年教員同士の打ち合わせや生徒指導

が実施されることを示した．したがって，分離型職員室

においては，生活行為や執務行為のための両スペース間

の移動が必要になり教員の移動距離が大きくなること，

その結果，10分休み時間の生活行為や執務行為が困難に

なることを明らかにした。さらに，学年ごとの分離型職

員室は生徒指導上の利点がある一方，教科ごとの分離型

職員室では学年教員同士の情報交換が不可能になり学年

経営の場が喪失すること，加えて，生徒指導問題が発生

した場合は，学年会開催等のために教員の移動距離が大

きくなることを実証した．また，オープンな職員室は教

員の心の安定が得られず，日常的な執務が困難になるこ

と，さらに，教員が休憩室の設置を望んでいることを論

証した．

　第4章では，教員が学校の建設計画に関わった結果，

一　71　一



「統合型職員室」を設置して教科教室型運営を実施した

中学校において，観察調査やヒアリング調査から考察を

行った．教員が事前の協議に加わって設置された統合型

職員室は，個人の執務，休息や生活行為，さらには，学

年運営，学校経営に必要な機能を備えた，教員の満足度

が極めて高い職員室が設置されたことを論証した．一方，

教科教室型運営における教科ごとの分離型職員室は，小

規模校の場合においても生徒指導上の問題性が内在して

いることを示した．また，教科教室型運営においても統

合型職員室が有用であることを明らかにした．

第5章では，第1章から第4章までの研究成果を総括し

て，結論とした．

論文調査の要旨

　学校施設に関する建築計画的研究は，既に，多くの取

り組みがなされており，充分なる研究成果の蓄積がみら

れる．しかしながら，その大部分が主たる学校施設の利

用者を不特定多数の児童としていること，従って本論文

のごとく，教員に視点を置いた研究はきわめて少ないこ

と，またさらに，中学校の建築計画的知見については，

ほとんどの場合，小学校の研究成果が準用されており，

直接，中学校そのものを調査対象とした研究は非常に少

ないことが指摘される．

　ところで，学校施設における教員空間の建築計画的課

題において，計画理論上，最も重要な要件は，学校のブ

ロックプランに対応させて，教員空間を分散配置とする

か，それとも，ワンストップステーションとして統合配

置とするかである．この空間配置方式は，施設計画の上

では，いずれかの方式を選択する，いわゆる，絶対的な

選択問題であり，通常，この二つの方式の折衷は想定し

難いことからより明確な計画指針が求められる．特に，

学級担任制と同時に，教科担任制が併用される中学校に

おいては，教科群ごとに教科教室空間をブロック分けし，

それぞれのブロックに教員空間を分離配置する方式が教

科運営上の観点からベターと判断され，近年，安易に「分

離型職員室」が選択される傾向にあることから，より重

大な建築計画的問題となっている．

　本論文は，わが国特有な「統合型職員室」に関して，

その歴史的成立過程を数多くの貴重な歴史的資料をもと

に解明するとともに，校務分掌に規定される中学校教員

の日常的な行動特性とその行動様式を精密な観察記述調

査によって把握・分析し，教員空間を教科単位ごとに分

離配置する，いわゆる，「分離型職員室」方式よりも，「統

合型職員室」方式の方が建築計画上，有理的であること

を使われ方調査によって詳細に検証したものである．具

体的な研究成果は，下記のとおりである．

　まず第一に，わが国における「統合型職員室」が歴史

的必然性をもとに成立したことを明らかにしている．わ

が国の教員空間は，学制当初，休息の場として発足した

が，比較的早い段階，即ち，明治後期には休息機能に加

えて事務や校務の場，会議の場，情報交換の場として多

重機能化された，「統合型職員室」として成立し継承され

た．

　第二に，学校運営方式が異なる典型的な少数事例（3

つの中学校とひとつの小学校）を選定し，そこに，勤務

する18名に及ぶ教員の終日の精密な生活行動追跡調査

を実施することで，中学校教員の行動の特性，並びに，

行動様式を明瞭にしている．この結果，教員の終日移動

距離は，理論上は，教員空間を分散配置する方が短くな

るが，実際には学級・学年運営や生活指導の校務分掌に

よって移動距離が拡大化していること，また，理論上軽

視される「10分休み時間」に生活行為を含め教員行動

が過密化していること，さらに，その教員の行動様式が

「複合目的機能遂行型」であること，従って，受け皿と

なる教員空間は，ひとつの場所に集約され，諸機能が統

合された「統合型職員室」方式がインフォーマルな情報

交換機能を含めて有理的であることを実証している．

　第三に，戦後，採用されてきた教科教室型運営方式で

の「分離型職員室」問題を取り上げ，その改造事例を克

明に検証する中で，「統合型職員室」の空間モデルを具体

的に提案している．特に，重要な要件は，中学校の職員

室が学校経営の場であり，従って，中学校の職員室とし

て，学年教員の執務空間が集合化したf島型」配置を中

心に，会議，事務，印刷，更衣，休息などの諸機能が統

合された空間モデルを提案している．

　以上要するに本論文は，中学校教員の視点から，「統合

型職員室」方式が有理的であることを実証し，その空間

モデルを提案したもので，建築計画学に寄与するところ

が大きい．よって，本論文は博士（人間環境学）の学位

論文に値するものと認める．

〈、ハv－vへV’V、VN」AAt・・！へv／V㌧へ誇、／＼！Vへ／・／＼／》＼！〉～へ／Vへ♂〉’ノ〉～「、／・／〉へ〉’＼，　t“’v〈！～ハ／’

氏名（本　籍）

学位記番号

学位授：与の貼附

学位論文題名

論文調査委員

（主　査）

（副　査）

　　IJ

　　JJ

ポール　ウェイ（ニュージーランド〉

博士（工学）人環博甲213号

平成21年11月30日
台湾緑建築評価システムに関する研

究

九州大学教授竹下輝和

福岡大学　准教授　池　添　昌　幸

論文内容の要旨

　地球環境問題を背景として，1990年代より建築物を環

境的側面から総合的に評価するためのツールが世界各国
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で開発されている．これらの評価ツールは一般に，建築

環境評価ツール（Building　Enviro㎜ental　Assessment

TooDと呼ばれており，グロー・一・パリティとローカリティ

の両面が求められる評価ツールについて，その効果と将

来の役割を検討することは国際的な課題となっている．

　台湾では，環境に配慮した建築を「緑建築」と呼び，

日本の内閣に相当する行政院によって1999年に緑建築

に関する方針が定められ，政府機関の委託により緑建築

評価システム（Green　Building　Evaluation　System）が

開発された．緑建築評価システムは台湾の気候風土を考

慮して開発され，世界で最初の亜熱帯環境向けの評価シ

ステムである．この評価システムは運用後約10年が経過

し，これまでに4回の改訂によって評価方法の見直しが

行われている．

　そこで本研究は，台湾の緑建築評価システムの評価特

性および運用方法を明らかにするとともに，実際に評価

を受けた先進的な緑建築学校事例の設計および運用実態

を解明し，緑建築評価システムの活用効果を検証するこ

とを目的としている．本論文は全6章で構成する．

　序章は，研究の背景と目的および方法について述べた．

　第2章では，既往の建築環境評価ツールは目的および

評価方法により，性能評価方式，LCA方式，技術評価方

式の3つに分類されるが，緑建築評価システムが，性能

評価方式と技術評価方式の2つの性格を持つ融合型の評

価方式であること，また，主要な評価ツールである日本

のCASBEEや米国のLEEDTM，日本のグリーン庁舎計画指針

と比較考察すると，緑建築評価システムの独自性が評価

指標別評価と最終的な総合評価の二段階の評価方式にあ

ることを明らかにした．

　第3章では，第一段階評価である9つの評価指標の内

容を詳細に考察するとともに，1999年の初版から2007

年版までの4回の改訂による更新過程を分析し，緑建築

評価システムの評価特性を明らかにした．9つの評価指

標は，統合性能値算定型，個別性能加算定型，得点加算

型，チェックリスト型の4つの評価方法に分類でき，評

価指標の目的に応じて独自の評価方法が採用されている

こと，また，このような評価指標別評価は，個々の性能

評価の総合化，および，建築用途や立地寝宿の評価条件

の課題を指標レベルで解決しており，各評価指標は対等

で独立していることを示した．また，緑建築評価システ

ムの更新過程は，1999年版から2003年版までが変動期，

2003年版から2005年版までが確立期と位置づけられる

ことを併せて示した．

　第4章では，緑建築評価システムを運用面から検証し

た．緑建築評価システムでは，設計段階の緑建築候補認

証と竣工段階の緑建築認証の2つの認証に活用されるた

め，時期の異なる2回の評価が実施されことを確認した

上で，台湾全体の取得実績データを入手し，認証取得建

築物の特徴と総合評価における合格指標の選択性を分析

した．まず，2つの認証は同様の審査プロセスを採って

いるにもかかわらず，2007年までの取得実績は，緑建築

候補認証が1，302件，緑建築認証が225件と大きな差異

があることを指摘し，その要因が公共建築物における緑

建築候補認証の義務づけに起因していることを明らかに

した．さらに，認証取得の条件は4つ以上の評価指標の

合格であるが，2つの認証ともに7割以上が最低基準で

ある4つの指標の合格であることを示した．加えて，合

格指標の選択率では，緑化量指標，敷地保水指標，汚水

とゴミの処理改善指標の3つの指標が突出し，他の指標

と大きな差が生じており合格指標選択の二極化傾向がみ

られることを示した．このことは，合格指標としてより

高いレベルの緑建築を目指すのではなく，最も効率的に

認証を取得する傾向にあり，結果的に，設計者は2つの

認証を同じものとして価値づけていることを実証した．

　第5章では，9つの評価指標に合格した緑建築学校の

設計プロセスと緑建築手法の運用実態を捉え，緑建築評

価システムの影響と効果を検証した．最初に，緑建築の

設計検討の特徴が具体的な手法を主題とする点にあり，

導入手法を判断する集中的な検討と技術的課題から維持

管理までの継続的な検討に区分できることを示し，緑建

築評価システムが緑化，建築材料，施工段階の環境対策

において強く作用していることを実証した．次に，2っ

の認証における評価申請書を分析し，導入手法の変更で

は緑建築評価システムの基準値が意識されていること，

また，評価申請書は図面と既存資料を中心に構成されて

おり，申請作業の軽減性が図られていることを指摘した．

最後に，運用段階における緑建築手法の活用実態を検証

し，教職員が緑建築手法の設計意図を理解した上で適切

．に管理され，環境学習における多様な活用手段の創出へ

と展開していることを示した．以上の考察を総括し，緑

建築評価システムの活用効果は，緑建築手法のガイドラ

インとしての役割，緑建築設計の客観的効果の確認の2

点であることを明らかにした．

　第6章では，第2章から第5章までの研究成果を総括

して，結論とした．

論文調査の要旨

　サステナブル社会を実現する上で建築分野の環境負荷

低減は重要な課題である．地球環境時代におけるサステ

ナブル建築を推進するためには，建築物を環境的側面か

ら総合的に評価するツールの開発が求められる．このよ

うな認識は，1990年代より国際的に共有され，世界各国

で建築環境評価ツール（Building　Environmental

Assessment　Too1）が開発，運用されている．一方，サス

テナブル建築に関する研究は，技術開発を中心とした環

境工学的研究が中心で，多くの貴重な研究成果がみられ
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るが，構造，設備，意匠の多岐の分野にわたるサステナ

ブル建築の設計理論や評価方法論の研究の蓄積は充分と

は言えない．特に，既存の評価ツールの効果を検証した

研究は，評価制度の運用期間が短く充分な実績が得られ

ていないことから，ほとんど取り組まれていない．

　台湾では，サステナブル建築を「緑建築」と呼び，1999

年に緑建築評価システムが開発されている．アジアで最

初に開発されたこの評価システムは，世界で最初の亜熱

帯環境向けの評価システムである．既に運用後10年が経

過し，これまでに4回の改訂によって評価方法の見直し

が行われ，一定の実績を残している。

　本論文は，台湾緑建築評価システムを対象として，そ

の評価特性を明らかにするとともに，評価実績データの

分析，および，実際に評価を受けた先進的な学校事例の

設計および運用実態を考察し，緑建築評価システムの活

用効果を詳細に検証したものである．具体的な研究成果

は，下記のとおりである．

　まず第一に，緑建築評価システムの評価特性が，既存

の主要な評価ツールと比較すると，9つの評価指標別評

価と最終的な総合評価の二段階の評価方式であることを

明らかにしている．さらに，4回の改訂内容を詳細に分

析し，2003年版までの変動期を経て，2005年版で評価シ

ステムが確立していることを示し，他の評価ツールには

みられない独自の更新過程であることを明らかにしてい
る．

　第二に，緑建築評価システムの独自性は設計段階の緑

建築候補認証と，竣工段階の緑建築認証の2つの認証か

ら構成される点にあることを示した上で，台湾全体の認

証取得データを分析することで，運用実績の検証と設計

者の緑建築に対する認識レベルを明らかにしている．こ

の結果，7割の認証が最低基準の4つの指標の合格で取

得されており，合格指標の選択性が定式化していること，

従って，設計者は合格難易度によって評価指標を区分し

ていることを明らかにしている．また，2つの認証は類

似した取得傾向にあることを実証することで，2つの認

証制度の課題を指摘している．

　第三に，9つの評価指標に合格した緑建築学校の設計

プロセスと緑建築手法の運用実態を捉え，緑建築評価シ

ステムの実践的効果を検証している．まず，緑建築の設

計プロセスの特徴として，導入手法を判断する集中的な

検討と技術的課題から維持管理までの継続的な検討に区

分される点を示し，環境配慮型建築の設計プロセスの一

般的特性を明らかにしている．次に，緑建築評価システ

ムの設計ガイドラインとしての活用効果として，実施設

計および施工段階の導入手法の仕様変更において評価シ

ステムの合格基準値が作用していることを実証している．

さらに，緑建築手法の運用実態の考察によって，教職員

が緑建築手法の設計意図を理解し，適切な維持管理と環

境学習の創造的な活用へと展開されていることを明らか

にしている．

以上要するに本論文は，台湾緑建築評価システムの評価

特性と更新過程の独自性を解明し，緑建築事例の設計と

運用の両面から活用効果を検証したもので，建築計画学

に寄与するところが大きい．よって，本論文は博士（工

学）の学位論文に値するものと認める．
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論文内容の要旨

　建築構造部材の力学的性状は，一般的に静的載荷

実験で得られた研究成果から評価され，その結果が

建築物の耐震設計に適用されている．しかし，地震

時のように建築物が比較的高速度の慣性力を受ける

場合は，建築物を構成している構造部材は，静的載

荷実験の場合よりも大きなひずみ速度で変形してい

ると考えられ，静的載荷実験で得られた挙動と異な

る場合があることが十分予測される．従来の静的載

荷実験では，荷重を準静的に載荷し，試験体のひず

み，変位および荷重等は，制御変位で載荷を一時停

止して測定されている．そのため，このような実験

で得られた荷重一変形履歴性状のみでは実際の地震

時における構造部材の実挙動の解明には不十分であ

ると考えられる．したがって，実際の地震時の挙動

を明らかにするためには，比較的高速度で載荷が可

能な装置を用いて，種々のひずみ速度を受けた場合

の挙動を連続的に測定し，その性状を把握する必要

がある．

　本研究の目的は，構造部材の履歴性状に及ぼす載

荷速度（あるいは，ひずみ速度）の影響を明らかに

することである．ただし，研究範囲が広範囲になり

すぎることから，本研究においては，建築物の耐震

構造要素のうち，耐震壁のみを研究対象としてとり

あげた．すなわち，載荷速度，履歴パス，耐震壁の

形状・材料特性を実験変動因子とした実験を計画し

た．この実験計画のもとで載荷実験を実施し，載荷

速度が耐震壁あるいは耐震壁の構成要素である壁板
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に及ぼす影響について検討した．実験計画の概要に

ついて述べる．まず，耐震壁の構成要素のうち，せ

ん断性状に対して支配的な影響を及ぼすと考えられ

る壁板のみを研究対象とした基礎的実験を計画した．

すなわち，鋼板製の周辺フレームで拘束された壁板

要素試験体のせん断実験を行い，このような境界条

件下における壁板のせん断性状に及ぼす実験変動因

子の影響を明らかにする実験を計画した．次に，載

荷速度，予想される破壊モード，および履歴パスを

実験変動因子とした，1層1スパン無開口耐震壁試

験体の実験を計画した．この実験計画においては，

耐震壁の設計上重要となる水平耐力，破壊性状，お

よび変形性状に及ぼす上記実験変動因子の影響を明

らかにすることを目的とした．さらに，実際の建物

における耐震壁は，比較的小さな開口を有すること

が多いことから，有開口耐震壁についても同様な目

的のもとに実験を計画した．試験体の大きさは出来

るだけ実大に近いことが望ましいが，研究対象が，

柱・梁のような単一部材と違い，柱，梁，壁板から

なる構造物であるため大きくなることと，利用でき

る加力装置の容量の制限から1／4縮尺モデルとし

た．耐震壁を研究対象として取り上げた理由は，鉄

筋コンクリート造建物においては耐震壁が最も重要

な耐震要素であることと，耐震壁は高い水平剛性を

有する故に地震時に励起される高次の振動モードに

よる応力の影響を強く受け，そのため載荷速度の影

響を明らかにすることが重要であると考えたからで
ある．

　本論文は「序論」および「結論」を含め5章より

構成されているが，各章で得られた知見の要点は下

記の通りである．

　第1章では本研究の目的と本論文の概要について

述べた．また，関連する既往の研究についての総括

についても述べた．

　第2章では，耐震壁の構成要素である壁板のせん

断強度に及ぼすひずみ速度の影響を調べた．実験方

法としては，鋼製周辺フレームで拘束した壁板要素

試験体を用いてせん断実験を行い，壁板のせん断性

状に及ぼすひずみ速度の影響を検討した．その結果，

1）コンクリート壁板のせん断強度のばらつきは，

シリンダー試験の圧縮強度のばらつきとほぼ同等で

あること，2）載荷速度が上昇すると，壁板のせん

断強度が上昇すること，3）載荷速度によるせん断

強度上昇率は，圧縮強度上昇率とほぼ同等であるこ

となどが分かった．

　第3章では，材料のひずみ速度の影響が耐震壁の

破壊モードに影響を及ぼすことが考えられることか

ら，実物の約1／4試験体20体について，載荷速度

をパラメータとした一方向載荷実験と正負漸増載荷

実験を行い，耐震壁の履歴性状に及ぼす載荷速度の

影響について検討した．その結果，周辺フレームを

有する耐震壁試験体の水平耐力上昇率は，破壊モー

ドに関わらず，側柱主筋のひずみ速度と鉄筋に関す

る既往の研究で提案されている鉄筋強度上昇率で説

明できることが分かった．

　第4章では，載荷速度の影響により破壊モードが

変化する可能性があることから，開口周回0．24の有

開口試験体16体について，載荷速度をパラメータと

した一方向載荷および正負漸増載荷実験を行い，有

開口耐震壁の履歴性状に及ぼす載荷速度の影響につ

いて検討した．その結果，有開口耐震壁のような比

較的壁板の弱い耐震壁であっても，試験体の水平耐

力上昇率は，破壊モードに関わらず，側柱主筋のひ

ずみ速度から求めた鉄筋強度上昇率で説明できるこ

とが分かった．

第5章では，本研究で得られた壁板および耐震壁の

力学的性状に及ぼす載荷速度の影響についての結論

の取りまとめを行い，今後の研究課題について述べ
た．

論文調査の要旨

　鉄筋コンクリート造建物の耐震性能を確保する上にお

いて耐震壁が有効であることは，1920年代に内藤多仲博

士により指摘されている．そのことは，内藤博士が構造

設計を担当した「日本興業銀行本店（1921年竣工）」や「歌

舞伎座（1922年竣工）」が，1923年に発生した関東大：震

災において殆ど無傷であったことから実証された．それ

以来，日本における鉄筋コンクリート構造建物には耐震

壁が多用されることになった．耐震性の観点から見た耐

震壁の有効性は，その後に発生した多くの地震被害の経

験からも実証されている．たとえば，学校校舎の張間方

向は教室問の壁が耐震壁となることが多く，そのため張

間方向の地震被害は殆ど見られないことや，耐震壁の断

面積総和と建物重量の相対比が大きい建物ほど地震被害

の程度は小さくなるという志賀博士の十勝沖地震被害報

告などである．

　このように，耐震設計には欠かせない耐震壁であるが，

その力学的性状に関する研究成果は，鉄筋コンクリート

造柱や梁に関するそれに比較すると非常に少ないという

のが現状である．その原因は，柱・梁などの耐震要素に

比べ，耐震壁は「架構と壁板が一体化された大型耐震要

素」であるため，実験が非常に大掛かりで困難なものと

なるからである．

　本研究は，そのような耐震壁の力学的性状のうち殆ど

研究がなされていない，繰返し水平力を受ける場合の力

学的性状（履歴性状）に及ぼす載荷速度（局部で観察した
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場合はひずみ速度）の影響に関して実験的研究を行い，

その成果を取りまとめたものである．大きくは，三つの

研究成果に分けられる．一つは，耐震壁の要素である壁

板のみを研究対象に取り上げひずみ速度の影響を検討し

たものである．日本の耐震壁は「鉄筋コンクリート柱・

梁からなる架構のなかに鉄筋コンクリート壁板が一体的

に打ち込まれたもの」である所に特徴があり，この点は

諸外国で言う”Shear　Wa11”あるいは”Structural

Wall”とは異なる．著者は，このことを念頭に置き，鉄

筋コンクリート造壁板にせん断ひび割れが発生し，その

結果生じる広がりを外部から拘束する条件を再現できる

装置を工夫し実験を行っている．二つ目は，最も基礎的

な1層1スパン鉄筋コンクリート造耐震壁を研究対象に

取り上げ載荷速度の影響を検討したものである．三つ目

は，力学的性状の観点からは望ましくないが，建物の機

能性の上からは必要となる窓などの開口部を有する耐震

壁（有開口耐震壁）を研究対象に取り上げ載荷速度の影

響を検討したものである．

　本研究はまず，鉄筋コンクリート壁板のみのせん断実

験を行っている．実験変数として，「コンクリート圧縮強

度のばらつき」「壁補強筋の量」「載荷速度」の三つを取

り上げ，せん断強度のばらつき程度やひずみ速度による

強度上昇率は圧縮強度のそれらとほぼ同程度であるとい

う興味深い結論を得ている．

　次に，本研究の主題である鉄筋コンクリート造耐震壁

の実験を行っている．実験変数として，載荷速度，載荷

プログラム（単調載荷と繰返し載荷），想定破壊モー・一一・ド（曲

げ破壊とせん断破壊）の三つを取り上げ，実物の約1／

4の試験体20体について一定軸力下での水平加力実験

を行っている．その結果，載荷速度の上昇にともない耐

震壁の水平耐力も上昇するがその上昇率は鉄筋素材のそ

れとほぼ同じであることや，載荷速度により同一条件で

設計した耐震壁試験体でも破壊モードが変わることもあ

るという重要な結論を得ている．

　さらに，同一の形状と大きさの開口を有する耐震壁に

ついても無開口耐震壁と同じ実験変数を採用し，14体の

試験体を用いて同様な実験を行っている．その結果，有

開口耐震壁のような比較的壁板の弱い耐震壁であっても，

無開口耐震壁と同様な方法で載荷速度の上昇に伴う水平

耐力上昇を予測できることを明らかにしている．

以上要するに，本論文は鉄筋コンクリート造建物の主要

な耐震要素である耐震壁の履歴特性に及ぼす載荷速度の

影響に関する実験的研究を行ったもので，建築構造学に

寄与するところが大きい．よって，本論文は博士（工学）

の学位論文に値するものと認める。
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　一般に，強風による構造物被害の原因の多くは構造物

そのものの老朽化や施工不良などによる構造骨組の耐力

や外装材の止め付け力の不足であるが，比較的新しくか

つ工学的に設計された構造物においても大きな被害が発

生することがあり，この場合は設計風荷重の見積もりが

不十分であった可能性も考えられる．流速変化の速い流

体中の物体には，その流体力が瞬間的に定常流体力の数

倍に大きくなる場合があることは流体力学の分野におい

て早くから指摘されており，この大きな非定常流体力め

発生は「流体力のオーバーシュート現象」と呼ばれてい

る．しかしながら，現行の耐風設計では，風速が時間的

にあまり変化しない定常風を前提とした風荷重の見積も

りが主流であり，急速な風速変化を示す突風に対する，

いわゆる非定常風力に対する検討はほとんどされていな

い．したがって，構造物の耐風設計に利用するための「“風

ガ’のオーバーシュート現象」の体系的な情報は未だ整

理されていない．

　本論文は立ち上がり時間の短いステップ関数的な突

風を受ける構造物の非定常風力の特性を解明することを

目的に，風洞実験によるオーバーシュート風力の体系的

検証を行い，数値流体計算および流れの支配方程式に基

づいてオーバーシュート風力の発生メカニズムを理論的

に検証した結果を取り纏めたものである．本論文を以下

の7章で構成した．

　第1章では，風速を含む流速が急変する中での物体に

作用する非定常流体力（あるいは風力）に関する国内外

のこれまでの研究と近年の突風による構造物被害の概要

を述べ，立ち上がり時間の短い突風を受ける構造物の非

定常風力特性に関する本研究の位置づけを示した．

　第2章では，九州大学人間環境学研究院の吸い込み式

エッフェル型風洞を用いた突風生成の工夫を紹介し，風

洞実験に用いる突風風速の基本特性について整理した．

同風洞装置は風量吸い込み口の水平翼列を回転制御する

ことによって，風速が7．Om／s以下であれば制御した翼列

の開放時間と突風の立ち上がり時間がほぼ同じであり，

二二の回転制御で突風立ち上がり時間を0．2～5秒に調
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試したステップ関数的突風を生成できること，また風洞

計測部内の試験体を設置する位置を含むすべての位置で

の風速が突風生成時に同時に立ち上がることを確認し，

本研究で必要なステップ関数的突風を生成できることを

示した．

　第3章では，いくつかの立ち上がり時間を有するステ

ップ関数的な突風を受ける基本断面（円形断面，矩形断

面および楕円断面）物体の風力特性について突風風洞実

験により検討した．その結果，突風の立ち上がり時間が

ある値より短くなると，すべての基本断面物体において

風力のオーバーシコ．一ト現象が生じることを確認した．

また突風の立ち上がり時間と目標風速および物体の断面

サイズが風力のオーバーシュートの大きさに強い関係を

有することを示し，それらのパラメータを組み合わせて

構成した「無次元立ち上がり時間」によって，オーバー

シュート風力が体系化できることなどを明らかにした．

　第4章では，3章での突風風洞実験を模擬iした楕円柱

周りの数値流体解析を行い，楕円柱に見られる非定常風

力特性を整理してオーバーシュート現象の発生メカニズ

ムについて検討した．その結果，k一εモデルによる数値流

体解析結果に，風洞実験結果と同じ風力のオーバーシュ

ート現象が生じることを確認した．また解析結果と風洞

実験結果の風力波形を時間領域で比較したところ，オV一・・一・

バーシュート風力のピーク値では計算結果の方がやや小

さくなるが，全体的に両者がよく一致することがわかっ

た．さらに，迎角45度の楕円柱周りの突風作用時での圧

力分布と風速分布を逐次追跡することによって，風速の

立ち上がり時に発生する流れ方向の圧力勾配と立ち上が

り後に楕円断面の上部に発生する渦の負圧領域が風力の

オーバーシュート現象の発生に大きく影響することを明

らかにした．

　第5章では，鉄道車輌の脱線事故を参照して，立ち上

がり時間の短い突風を受ける車輌形状物体の非定常風力

特性を突風風洞実験により検証した．ここではまず，突

風発生に伴う風洞断面内の急激な圧力変化が試験体揚力

の正確な計測を妨げることを示し，その対策として考案

した模型の設置方法の工夫を紹介した．その計測方法を

使用して，立ち上がり時間が短い突風を受ける車輌模型

に及ぼす風速の各種パラメータの影響を明らかにした．

　第6章では，楕円柱を例に，複素ポテンシャル表現を

用いて立ち上がり時間が非常に短い突風時に作用する風

力を数学的に誘導して，オーバーシュート現象に及ぼす

流れの慣性力の影響を検証した．その結果，立ち上がり

時間が非常に短い風速場においては，風速急変時に風速

の加速度に比例した勾配を有する圧力場が発生するため

に通常より大きな風力が生成されることを明らかにした．

また風速の加速度に比例した慣性力項を含む準定常風力

式を用いて，オーバv・・一一・シュート現象への慣性力の影響度

を検討したところ，無次元立ち上がり時間が非常に小さ

い場合には流れの慣性力が強く影響してオーバーシュー

ト現象の一因となることが明らかになった．さらに，実

構造物への適用例として，短時間で風速が急変する突風

の自然風観測例を紹介し，この観測状況での実構造物の

オーバーシュート風力の推定例を検証して，定常風力を

越える大きな非定常風力を生じる突風による建物被害や

車輌事故の発生の可能性を示した．

第7章では，本論文の各章を総括し，構造物の突風被害

軽減のために考えられる課題を整理した．

論文調査の要旨

　構造物の現行の耐風設計では，風力が風速の二乗に

比例する準定常風力を前提にした風荷重の見積りが

主流で，急速な風速変化を示す突風に対してはほとん

ど検討されていない．その主な理由は，気象観測デー

タの不足と突風風力を解明するために必要な，立ち上

がり時間の短い突風を発生させる風洞装置の特殊性

にある．しかしながら，竜巻やダウンバーストあるい

は台風やガストフロントによる強風下において，立ち

上がり時間が非常に短く急激に変化する突風による

構造物被害や交通機関の事故は，人命に関わる重大な

被害となるため，自然災害の中でも緊急の対策課題と

して位置づけられている．

　本論文は，立ち上がり時間の短いステップ関数的な

突風を生成する風洞装置を独自の工夫で運転して，基

本断面形状を有する構造物模型に作用する突風風力

の特性を実験的に明らかにするとともに，突風による

風力の増大現象の発生メカニズムを数値流体計算と

流れの支配方程式に基づいて論点を展開し，以下のよ

うにとりまとめている．

　まず著者は，風速急変下での物体に作用する非定常風

力に関する国内外のこれまでの研究報告を整理して，突

風を受ける構造物に作用する風力が瞬間的に定常風力の

数倍に大きくなる現象が「風力のオーバーシュート現象」

と呼ばれて知られてはいるが，その発生メカニズムに関

する解明がほとんど進んでいないことを指摘し，ステッ

プ関数的な突風を生成できる特殊な風洞装置の運転方法

を検討した．その結果，九州大学大学院人間環境学研究

院の吸い込み式エッフェル型風洞装置の脈流生成用の水

平漏壷の回転制御を工夫して，本研究に必要な立ち上が

り時間0．2～数秒のステップ関数的突風の生成を実現し

ている．

　次いで，本風洞装置を用いて，突風を受ける基本断

面（円形，矩形および楕円）物体の風力特性を実験に

より検証している．その結果，突風の立ち上がり時間

がある値より短くなると，すべての基本断面物体にお

いて風力のオーバーシュート現象が発生することを
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確認し，突風の立ち上がり時間と突風風速および物体

の断面サイズが風力のオーバーシュ・・一ト現象の発生

と大きさに強く関連することを明らかにするととも

に，これらのパラメータを組み合わせて構成する「無

次元立ち上がり時間」によって，オーバーシュート風

力が体系化できることを示した．さらに，突風風洞実

験を模擬した楕円柱周りのk一・・モデルによる数値

流体解析を行い，風洞実験結果と同じ風力のオーバー

シュート現象を再現している．ここでは，風洞実験に

よるオーバー・一一一シコ．一ト風力のピ・一一一・ク値は計算結果の

方がやや小さいが，その時間変化など両者がよく一致

することを示すとともに，突風を受ける楕円柱周りの

圧力と風速分布とを逐次追跡することによって，風速

の立ち上がり直前の流れ方向の圧力勾配と立ち上が

り後に発生する渦の負圧領域が風力のオーバーシュ

ート現象を発生させていることを明らかにした．

　また，複素ポテンシャル表現を用いて突風時に楕円

柱に作用する風力を理論的に誘導し，オーバーシュー

ト現象に及ぼす流れの慣性力の影響を検証している．

その結果，立ち上がり時間が極めて短い突風では，風

速急変時に発生する風速の変化率（加速度）に比例し

た勾配をもつ圧力場が通常より大きな風力を生成す

ることを明らかにした．さらに風速の変化率（加速度）

に比例した慣性力項を含む準定常風力式を用いて，オ

ーバーシュート現象への慣性力の寄与率を検討した

ところ，無次元立ち上がり時間が1以下の場合には流

れの慣性力がオーバーシュート現象発生の大きな要

因であることを示した．

　最後に，数少ない観測例として，実際に鉄道車輌の

脱線事故を誘発した突風の風速記録を分析し，また本

研究の実構造物への応用例として，この突風を受けた

車両や実規模構造物のオー一一・・バーシュート風力を試算

するとともに，車輌形状を模擬した物体の突風風洞実

験を実施して車両模型に及ぼす突風風速の各種パラ

メータの影響を整理している．

以上要するに本論文は，風洞実験での突風生成法と突風

風力の計測法を種々工夫して，構造物に作用する突風風

力の特性を体系的に明らかにするとともに，構造物の突

風風力の見積りを行うための無次元パラメータの応用に

関する新たな知見をとりまとめたもので，風工学および

都市災害管理学に寄与するところが大きい．よって本論

文は博士（工学）の学位に値するものと認める．
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論文内容の要旨

　送電鉄塔は，鉄塔部と剛性が大きく異なる送電線に連

結された構造物であるため，送電線の挙動が送電鉄塔の

力学特性に大きな影響を与え，とくに，鉄塔自身の構造

減衰が非常に小さいため，強風下で送電線に作用する空

力減衰力の影響を強く受ける．空力減衰の特性を明らか

にするために，強風応答観測データから個々の減衰定数

を同定することは極めて有効な手段であるが，送電線の

振動に起因する近接した周波数成分を多く含む送電鉄塔

の振動データから，各振動モード成分の分離抽出には特

別な配慮を必要とする．しかしながら，このような送電

鉄塔固有の振動特性を考慮した減衰同定手法は開発途上

にある．また，減衰同定精度の検証には鉄塔一送電線連

晶系の力学モデルに基づく理論的解釈との照合が必要で

あるが，送電線部の強風下における3次元変形を考慮し

たモデルによる検討例はほとんどない．

　このような背景の下で，本論文は，送電鉄塔の力学特

性を考慮した減衰同定手法を新たに提案し，送電鉄塔を

用いて実施された強風観測での応答記録にこの手法を適

用して，送電鉄塔本体の空力減衰定数と平均風速の関係

を明らかにする．また，鉄塔一送電線連跳系の力学モデ

ルを用いて，送電線部の3次元変形が空力減衰特性に与

える影響を精査する．本論を以下のように7章で構成す

る．

　第1章では，送電鉄塔の空力減衰特性に関する既往の

研究の概要と構造物の減衰同定手法に関する近年の展開

を紹介し，本研究で目指す送電鉄塔の空力減衰特性の解

明や強風応答予測の高精度化に関する研究の背景と目的

を述べた．

　第2章では，送電鉄塔の強風応答予測の高精度化に必

要な残された課題を整理した．構造物の強風応答計算に

一般に用いられる周波数応答解析法や時刻歴応答解析法

を送電鉄塔の強風応答予測に使用する場合には，強風下

での送電鉄塔周辺の風速場や鉄塔送電線連成系の減衰特

性のモデル化が必要である．しかしながら，単一の振動

成分が支配的な応答データにのみ適用可能な手法を用い

たこれまでの送電鉄塔の減衰推定はばらつきが大きいた

めに過大評価される傾向を示し，従来の手法が，鉄塔部
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の固有周波数に多数近接する送電線部の固有振動を含む

振動データからの減衰同定に適していないことを明らか

にした．また，送電線部が平均風方向のみに自由度を有

する1次元解析モデルを用いた多くの既往の研究報告が，

空力減衰定数の解析値が定性的に実測値に一致するもの

の，定量的には大きな相違がある問題点を指摘し，より

高精度なモデル化のためには，送電線部の3次元変形に

追随できる鉄塔一送電線二成モデルを構築する必要があ

ることを示した．

　第3章では，送電鉄塔の振動特性を考慮した減衰同定

手法を提案した．まず，これまでに実機送電鉄塔で実施

された強風応答観測や振動試験のデータを整理し，送電

鉄塔の強風応答時に最も支配的となる鉄塔卓越振動モー

ドの成分分離には鉄塔本体の複数個所で記録した応答記

録を並列に使用する正規分解法が有効であることを示し

た．次いで，送電鉄塔の各振動成分の減衰同定過程にお

いて，正規分解法を用いて抽出した鉄塔振動モード別の

成分にRandom　Decrement法を適用して減衰定数を適切に

同定できること，また，送電線振動の影響によって抽出

波形の重ね合わせ波形がビートした場合には多自由度

Random　Decrement法を組み合わせることで，近接した振

動モードに対する高精度の減衰同定が可能であることを

明らかにした．

　第4章では，懸垂型の送電線支持碍子を有する500kV

鋼管鉄塔：の空力減衰特性を，実機による強風応答観測の

加速度データに3章で提案した減衰同定手法を適用して

明らかにした．その結果，鉄塔卓越振動モードの空力減

衰は風速依存性が強く，風速の上昇と共に減衰が増大す

ること，また空力減衰定数は2次モードに比べて1次モ

ードの方が大きいことなどを明らかにした．

　第5章では，耐張型の送電線支持碍子を有する500kV

鋼管鉄塔の空力減衰特性を，実機による強風応答観測の

加速度データに前章で提案した減衰同定手法を適用して

明らかにした．本観測では，観測風速の範囲が比較的広

いので，鉄塔頂部での平均風速別に減衰定数を算定した

ところ，同定値のばらつきは30％程度で，提案手法が従

来の手法に比べて優れた安定性を有することを示した．

次に，4章で示した懸垂型鉄塔の空力減衰特性と比べて，

耐張型鉄塔の方が空力減衰の風速依存性がより強いこと

を明らかにし，送電線支持方式や塔高などによって送電

鉄塔の空力減衰特性が異なることを示した．

　第6章では，4章で検討した懸垂型500kV鋼管鉄塔と

その両径間の送電線や懸垂碍子を含む3次元連成モデル

をその空力減衰特性を考慮して構築し，固有モード別の

空力減衰定数と風速との関係に及ぼす送電線部の3次元

変形の影響を検討した．その結果，低風速域では，送電

線卓越振動モードの固有周波数三二力減衰定数が“面内

振動モード”と“面外振動モード”に対応する2つのパ

ターンを有することを明らかにした．また，風速の増大

に伴って，送電線面の傾斜角が増大することと幾何学的

非線形性の強い送電線部の剛性が上昇することにより，

送電線卓越振動モードの空力減衰定数が風速に対して単

純に増加しないことを示した．さらに，この特性は鉄塔

卓越振動モードでも見られ，鉄塔卓越振動モードの空力

減衰特性には強風時における送電線部の3次元変形が強

く影響することを明らかにした．

第7章では，本論の結果を総括し，送電鉄塔の強風応答

予測のさらなる高精度化への残された課題についてまと

めた．

論文調査の要旨

　送電鉄塔の強風応答予測の高精度化には，送電鉄

塔と送電線部の連成挙動に及ぼす空力減衰特性の解

明が課題の一つとして残されている．一般に構造物

の減衰特性は振動試験や応答観測データから抽出し

た各振動モード成分から容易に分析されるが，送電

線の影響による近接周波数成分を多く含む送電鉄塔

の振動データには，FFT法などの通常の振動成分分

離手法が適用できない．また，送電鉄塔の減衰特性

の検証には鉄塔一送電線連成田の力学モデルに基づ

く理論的解釈との照合が必要であるが，風速の増大

にともなう送電線部の強風下における3次元変形挙

動はほとんど明らかにされていない．

　本論文は，送電鉄塔の上述のような振動特性を考

慮して新たに考案した減衰同定手法を，送電鉄塔の

強風応答記録に適用することによって，鉄塔：本体の

空力減衰定数と平均風速の関係を明らかにするとと

もに，鉄塔一送電線連成系の力学モデルを用いて，

送電線部の3次元変形が空力減衰特性に与える影響

を精査し，以下のように取りまとめている．

　まず著者は，送電鉄塔：の空力減衰特性に関する既

往の研究と構造物の減衰同定手法に関する近年の展

開を精査し，強風応答予測の高精度化に必要な課題

を整理している．その中で，これまでの送電鉄塔の

減衰同定が，単一の振動成分が支配的な信号にのみ

適用可能な手法を用いているためにばらつきが大き

く，結果的に過大評価される傾向があることを指摘

し，鉄塔部の固有周波数に近接する多数の振動成分

を含む計測データに対応できる減衰同定手法の必要

性を明らかにしている．また，これまでの多くの研

究報告が，平均風力に対する静的釣り合い位置から

の送電線部の振動成分を水平方向のみに着目した解

析モデルを用いているために，空力減衰定数の計算

値に大きなばらつきがある点を指摘し，送電線が形

作る構面の3次元変形に追随できる鉄塔一送電線雷

丸モデルの構築が必要であることを述べている．
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　次いで，送電鉄塔の振動特性を考慮した減衰同定

手法を提案して，実機送電鉄塔での強風応答観測や

振動試験データを整理し，送電鉄塔の強風応答時に

最も支配的となる鉄塔卓越振動モードの成分分離に

は，鉄塔本体の複数個所で計測した応答データを並

列に使用する正規分解法が有効であること，分離し

た振動成分にRandom　Decrement法を適用すること

によって送電鉄塔の各振動モードの減衰定数を適切

に同定できること，分離波形に近接周波数成分が残

留することによる重ね合わせ波形のビート現象が見

られる場合には，多自由度Random　Decrement法を組

み合わせることによって，高精度の減衰同定が可能

であること，などを示している．

　さらに，本同定手法を500kV鋼管鉄：塔での強風応

答観測の加速度デー・タに適用して，風速の上昇によ

って鉄塔卓越振動モードの空力減衰が急激に増大す

ること，2次振動モードに比べて1次振動モードの

空力減衰定数の方が顕著に大きいこと，これらの特

性が耐張型や懸垂型などの送電線支持方式や塔高な

どによって強く影響を受けることを明らかにしてい
る．

　最後に，両径間の送電線や懸垂がいしを含めて，

鉄塔部には有限要素法を，送電線部には混合法を適

用した懸垂型500kV鋼管鉄塔と3次元二成モデルを

構築して，固有モード別の空力減衰定数と風速との

関係に及ぼす送電線部の3次元変形の影響を検討し，

低風速域では，送電線卓越振動モードの固有周波数

二巴力減衰定数が“面内振動モード”と“面外振動

モード”に対応する2つのパターンを有すること，

風速の増大とともに，送電線面の傾斜角の増大と幾

何学的非線形性の強い送電線部の剛性の上昇によっ

て，送電線部の空力減衰定数が風速に対して必ずし

も単純に増加しないこと，などを明らかにしている．

以上要するに本論文は，強風下での送電鉄塔の応答デー

タからその空力減衰を高精度に見積もる手法を開発し，

送電線部と鉄塔本体との二成挙動が空力減衰に与える影

響を明らかにするとともに，送電線支持方式や鉄塔の高

低差を考慮した空力減衰推定への応用に関する新たな知

見をとりまとめたもので，風工学および都市災害管理学

に寄与するところが大きい．よって本論文は博士（工学）

の学位に値するものと認める．
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　高齢化に伴う視機能低下や疾患を原因とする中途失明

者の増加によって，視覚障害者の人口は増大しつつある．

日本眼科医学会は，日本の視覚障害者数は，視覚的に日

常生活に困難を示す弱視者を含めると100万人以上いる

と推定している．視覚障害者の数は今後もさらに増大す

ると予想される．

　視覚障害者は，屋外の歩行に際して触覚や聴覚の情報

を利用していると言われている．白杖や手足から得られ

る触覚情報は，情報源の形状や位置が正確に把握できる

反面，把握できる環境の範囲が限定される．一方，聴覚

情報は，情報源の方向や位置の把握が難しいという欠点

があるものの，比較的広範囲の情報を同時に収集でき，

屋外などの広い空間の把握に適している．近年，視覚障

害者の移動支援整備のための法制が進められる中で聴覚

情報による移動支援のガイドラインも定められ，公共空

間における音声案内やサイン音などが整備されっつあ

る．しかしながら，こうした視覚障害者のための移動支

援のほとんどは晴天時の歩行を想定したものとなってい

る．日本は1年の3分の1が雨という多雨な気候であり，

視覚障害者から雨天時における屋外歩行の困難を訴える

意見がしばしば聞かれることから，雨天時にも視覚障害

者が安全に歩行できるよう環境を整備していく必要があ

ると考えられる．

　以上の背景から，本研究は，視覚障害者が雨天時の歩

行に利用している聴覚情報とその課題を明らかにし，音

による雨天時の視覚障害者の移動支援策，具体的には雨

天時に視覚障害者が歩行の手がかりにしている聴覚情報

を阻害する原因の一つである“傘の雨音”の低減につい

て検討し，発生騒音が小さい「二重構造傘」を提案する

ものである．提案した傘を用いることで，視覚障害者は

雨天時の歩行に利用している聴覚情報を聞き取りやすく

なり，これよって視覚障害者の雨天時の歩行の安全性と

モビリティの向上が図れると考えられる．

　本論文は全7章で構成される．

　第1章は序論であり，本研究の背景，我が国の視覚障

害者の実態，視覚障害者の聴覚情報利用と音による移動
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支援に関する既往の研究，本研究の目的および本論文の

構成について述べた．最後に，本研究で用いる視覚障害

者の定義付けを行った．

　第2章では，視覚障害者の雨天時の歩行環境整備につ

いて検討するためには，視覚障害者が雨天時の歩行に際

してどのような聴覚情報をどのように利用しているかを

把握することが基本となると考え，歩行訓練士と視覚障

害者を対象に3つの調査を実施した．調査1では，歩行

訓練士に個別面接し，視覚障害者の歩行訓練内容を調査

した．その結果，雨天時の歩行訓練はほとんど行われて

いないことが分かった．調査Eでは，視覚障害者に個別

面接し，視覚障害者が雨天時の歩行に利用している聴覚

情報の種類と利用方法を明らかにした．調査皿では，上

の二つの調査を基に作成した質問票を用いて，全国の視

覚障害者を対象とした電子メー一・ル調査によって，調査II

の追加データを得た。その結果，視覚障害者が雨天時の

歩行に際して利用する聴覚情報を阻害する原因の一つは

“傘の雨音”であることが明らかになった．そこで，以

降では，“傘の雨音”の低減について検討することとした．

　第3章では，傘の雨音の大きさを把握するために，雨

天時の屋外において，傘の雨音の騒音レベルを実測した．

その結果，降雨量が10㎜／h程度（やや強い雨）の場合，傘

をさすことによって騒音レベルは15dBほど大きくなる

こと，また降雨量が増加すると騒音レベルも増大するこ

とが分かった．

　第4章では，視覚障害者が雨天時の歩行に利用してい

る聴覚情報の音量の必要量を明らかにするために，視覚

障害者を被験者にした音響心理実験を行った．その結果，

音響式信号に求められる音量は降雨量が8㎜／h（やや強

い雨）の場合は環境騒音より約10dB高いレベル，誘導鈴

では約8dB高いレベルであることが示された．また，雨

天時に用いる傘の種類によって音響情報に求められる音

量も異なることが分かった．

　第5章では，傘の雨音の低減に関する検討の第一とし

て，自作した人工降雨装置を用いて傘の雨滴衝撃音の音

響特性について検討した．10種類の傘の布の雨滴衝撃音

を測定したところ，傘の素材や厚さ，水滴の大きさ，傘

布の張力の違いによって発生騒音レベルが異なることが

確認され，傘の雨滴衝撃音を低減させるためには，傘の

面を大きくし，雨滴を拡散させて小さくすることが効果

的であることが分かった．

　第6章では，第5章で得られた，傘の雨滴衝撃音を低

減するには雨滴を拡散させることが有効であるという結

果に基づいて，これを実現させるための一つのアイデア

として外張り布にメッシュ生地を用いた二重構造布を考

案し，その雨滴衝撃音の低減効果について検討した．人

工降雨装置を用いた実験により，考案した二重構造布は

一枚の布に比べて10dB程度の騒音低減効果があること

が分かった．そこで，この二重構造布を用いた傘（「二重

構造傘」）を試作し，雨天時の屋外において，傘の雨音の

騒音レベルを実測した．その結果，降雨量が大きい

（18㎜／h）場合は25dBの低減効果が，降雨量が小さい

（7㎜／h）でも10dBの低減効果があることが分かった．こ

の二重構造傘を視覚障害者に使ってもらい使用感を聞い

たところ，雨天時の歩行に際して聴覚情報や自動車走行

音が聞き取りやすくなったという感想を得た．これより，

開発した二重構造傘の有効性が確認された．

第7章は，本論文の結論であり，本研究で明らかにした

知見を要約するとともに，今後の展望について述べた．

論文調査の要旨

　視覚障害者の移動支援整備のための法制が進められる

中で聴覚情報による移動支援のガイドラインも定めら

れ，公共空間における音声案内やサイン音などが整備さ

れつつある。しかしながら，こうした視覚障害者のため

の移動支援のほとんどは晴天時の歩行を想定したものと

なっている．日本は1年の3分の1が雨という多雨な気

候であり，視覚障害者から雨天時における屋外歩行の困

難を訴える意見がしばしば聞かれることから，雨天時に

も視覚障害者が安全に歩行できるよう環境整備が求めら

れている．

　このような観点から，本論文は，視覚障害者が雨天時

の歩行に利用している聴覚情報とその課題を明らかに

し，音による雨天時の視覚障害者の移動支援策，具体的

には雨天時に視覚障害者が歩行の手がかりにしている聴

覚情報を阻害する原因の一つである“傘の雨音”の低減

について検討し，発生騒音が小さい「二重構造傘」を提

案するものである．提案した傘を用いることで，視覚障

害者は雨天時の歩行に利用している聴覚情報を聞き取り

やすくなり，これよって視覚障害者の雨天時の歩行の安

全性とモビリティの向上が図れると考えられる．

　著者はまず，視覚障害者の雨天時の歩行環境整備につ

いて検討するためには，視覚障害者が雨天時の歩行に際

してどのような聴覚情報をどのように利用しているかを

把握することが基本となると考え，歩行訓練士と視覚障

害者を対象に3つの調査を実施した．調査1では，歩行

訓練士に個別面接し，視覚障害者の歩行訓練内容を調査

した．その結果，雨天時の歩行訓練はほとんど行われて

いないことが示され，調査llでは，視覚障害者に個別面

接し，視覚障害者が雨天時の歩行に利用している聴覚情

報の種類と利用方法を明らかにした．調査皿では，上の

二つの調査を基に作成した質問票を用いて，全国の視覚

障害者を対象とした電子メール調査によって，調査IIの

追加データを得たところ，視覚障害者が雨天時の歩行に

際して利用する聴覚情報を阻害する原因の一つは“傘の
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雨音”であることと結論した．そこで，以降では，“傘の

雨音”の低減について検討することとしている．

　続いて，傘の雨音の大きさを把握するために，雨天時

の屋外において，傘の雨音の騒音レベルを実測した．そ

の結果，降雨量が10㎜／h程度（やや強い雨）の場合，傘を

さすことによって騒音レベルは15dBほど大きくなるこ

と，また降雨量が増加すると騒音レベルも増大する．

　さらに，視覚障害者が雨天時の歩行に利用している聴

覚情報の音量の必要量を明らかにするために，視覚障害

者を被験者にした音響心理実験を行ったところ，音響式

信号に求められる音量は降雨量が8㎜／h（やや強い雨）の

場合は環境騒音より約10（B高いレベル，誘導鈴では約

8dB高いレベルであると結論した．また，雨天時に用い

る傘の種類によって音響情報に求められる音量も異な
る．

　最後に，傘の雨音の低減に関する検討の第一として，

自作した人工降雨装置を用いて傘の雨滴衝撃音の音響特

性について検討している．10種類の傘の布の雨滴衝撃音

を測定したところ，傘の素材や厚さ，水滴の大きさ，比

布の張力の違いによって発生騒音レベルが異なることが

確認され，傘の雨滴衝撃音を低減させるためには，傘の

雨滴衝撃音を低減するには雨滴を拡散させることが有効

であるという結果に基づいて，これを実現させるための

一つのアイデアとして外張り布にメッシュ生地を用いた

二重構造布を考案し，その雨滴衝撃音の低減効果につい

て検討している．人工降雨装置を用いた実験により，考

案した二重構造布は一枚の布に比べて10dB程度の騒音

低減効果があること示している．この二重構造布を用い

た傘（「二重構造傘」）を試作し，雨天時の屋外において，

傘の雨音の騒音レベルを実測したところ，降雨量が大き

い（18㎜／h）場合は25dBの低減効果が，降雨量が小さい

（7㎜／h）でも10dBの低減効果があること示している．こ

の二重構造傘を視覚障害者に使ってもらい使用感を聞い

たところ，雨天時の歩行に際して聴覚情報や自動車走行

音が聞き取りやすくなったという感想が得られたことか

ら開発した二重構造傘の有効性が確認された．

以上要するに，本論文は，視覚障害者が雨天時の歩行に

利用している聴覚情報とその課題を明らかにし，音によ

る雨天時の視覚障害者の移動支援策，具体的には雨天時

に視覚障害者が歩行の手がかりにしている聴覚情報を阻

害する原因の一つである“傘の雨音”の低減について検

討し，発生騒音が小さい「二重構造傘」を提案したもの

である．提案した傘を用いることで，視覚障害者は雨天

時の歩行に利用している聴覚情報を聞き取りやすくなる

ことを示したもので，音響環境学，福祉工学に寄与する

ことが大きい．よって，本論文は博士（工学）の学位論文

に値するものと認める．
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論文内容の要旨

　1995年1月に発生した兵庫県南部地震は，6400人

を超す人命を奪うと共に，倒壊家屋約24万棟にも及

ぶ大きな被害をもたらした．被害を受けた鉄筋コンク

リート造，鉄骨鉄筋コンクリート造建物の多くは
1981年以前に，旧建築基準法に準拠して設計された，

いわゆる既存不適格建物であった．このことから，国

策として耐震補強の促進政策が打ち出され，実施もさ

れてきているが，耐震補強が必要な既存不適格建物は

依然として多く実存する．このような建物に対する耐

震補強法としては，建物の耐力を向上させる方法が主

流である．耐力を向上させる方法として最も多用され

ているのが，開口を取ることのできる「鉄骨枠付きブ

レース」による補強工法である．しかしながら，この

補強工法は，頭付きの「あと施工アンカー」打設時の

騒音や振動が発生することと，比較的コストが高いこ

とが欠点とされている．本論文においては，これらの

欠点を補うべく，補強部材として耐力・剛性・変形性

能に優れたCFT柱を圧縮ブレースどして使用する簡

便な補強法を提案した．この方法は，「あと施工アン

カー」を出来るだけ少なくし，工期が短く，経済的な

補強法であるところに特徴がある．本論文の民謡で求

められた知見の要点は下記の通りである．

　第1章「序論」では，鉄筋コンクリート造の現状と問

題点を，学校施設を代表として整理し，大地震に対し人

命を守ることを目的として実施される既存不適格建物の

耐震補強の重要性について述べた．さらに，耐震補強法

として最も多用されている「鉄骨枠付きブレース」の施

工性・経済性に関する問題点を述べ，これらが耐震化を

阻害する要因として考えられるとした．ついで，問題点

を解消することを目的として本論で提案する「圧縮ブレ

ースを用いた耐震補強法」に関する研究の背景および既

往の研究について概説した．

　第2章「CFTブレースによる耐震補強法の実験的検

討」では，まず，実験的検討に用いた試験体寸法や各試

験体の特徴について述べた．ついで，提案補強法におい

て用いられるブレースの設置が，非常に簡便に行えるこ
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とを1／2縮尺試験体の施工実験により確認した．また，

補強プレ・一一…スの寸法とブレースの接合部詳細を変化させ

ることで，風上柱の引張降伏，既存柱のパンチングシア

破壊，ブレース接合部の支圧破壊，ブレースの座屈の4

通りの破壊メカニズムの性状を，載荷実験により確認し

た．いずれの破壊メカニズムを呈した場合でも，無補強

の場合と比較して，耐力について4倍以上の性能，初期

剛性については3倍以上の性能を有することを確認した．

破壊メカニズム形成後の変形性能については，風上柱の

引張降伏が最も優れていることが分かったことから，風

上柱の引張降伏により最大耐力が決定するように接合部

の詳細設計をすることが望ましいという結論を得た．こ

のような設計を行う場合，接合部において「あと施工ア

ンカー」を使用しない設計も可能であるが，実際の耐震

改修を想定した場合は，計算通りの破壊メカニズムの再

現ができない場合も考えられるため，少数の「あと施工

アンカー」を使用し，安全余裕を持って局部破壊を防止

する設計法を提案した．少数の「あと施工アンカー」を

用いた接合部の設計法が提案できたことにより，既存建

物で想定される，柱と梁の偏芯接合フレームにおいても，

本補強法は適用可能となった．さらに，圧縮抵抗能力の

みでなく引張抵抗能力を持たせたブレースを用いる場合

についても実験を行い，このようなブレースを用いれば，

正負繰返しの入力となる地震に対し，エネルギー吸収能

力の向上効果が得られることを確認した．

　第3章「実験結果の解析的検討」では，第2章で述べ

た実験結果の解析による予測制度の検証を行った．その

結果，本論文で提案する解析モデルを用いた解析により，

最大耐力に関する実験結果を10％以内の精度で予測で

き，各種破壊モードを呈した試験体の復元力特性を．解

析的に模擬できることを検証した．本章において述べて

いる解析的研究により，本論文で提案する耐震補強を施

した建物全体の性能評価が可能であるという結論を得た．

　第4章「CFTブレースによる耐震補強法の構造物へ

の適用性の解析的検討」では，第3章で用いた解析モデ

ルを用い，既存の3階建て学校校舎に本補強法を施す場

合を取り上げ，ブレースの配置法や数量の違いが補強効

果に及ぼす影響について定量的に考察した．その結果，

全層を補強したモデルでは，大幅な水平耐力の増加が期

待できることが静的解析により確認した．また，ブレー

スに作用する軸力に関する解析結果からは，実験で用い

たブレースと比して，よりスレンダーなサイズで補強で

きる可能性もあることを指摘した．このことは，本補強

土の大きな利点である．動的解析からは，静的解析と同

様の傾向が見られたが，2層までを補強した場合，最上

層で最大応答変形角が0．5％を若干上回る結果が得られ

ることを全ての地震波に対する応答結果により確認した．

したがって，補強対象建物が脆性的な場合，補強効果の

動的解析による確認あるいは全層補強を採用すること

が望ましいと提案した．また，地震波の種類によっては，

補強量の少ないモデルに対して，補強量の多いモデルの

方が大きな変形角となる結果も得られた．これは，補強

効果が地震動と建物モデルの周期特性の影響を強く受け

たためであると考察した．ついで，べ一・一・・スシアー係数で

評価した水平耐力が，無補強モデルの0．27に対し，0．4

～0．5程度にまで増加するように補強した各種降伏機構

を有する解析モデルを用いて，破壊機構と補強効果の関

係に関する検討を行った．最大耐力を支配する降伏機構

としては，ブレースの座屈，風上側柱の引張降伏，基礎

の浮き上がりの3種の補強建物モデルを取り上げた．静

的解析において得られた各種降伏機構建物の荷重一変形

関係の特徴として，ブレースの座屈により最大耐力とな

るモデルでは，1層に設けたブレースの座屈により水平

耐力が低下する結果となったが，その他の補強モデルで

は，全体降伏機構を形成しつつ最大耐力発揮以降も安定

した変形性能を示す荷重一変形関係となることを確認し

た．また，動的応答解析の結果，無補強モデルの最大応

答藍鼠変形角2．1％に対し，補強を施した場合は，0．5％

～0．8％の応答に留まることを示した．基礎の浮き上がり

の有無については，補強効果に大きな差はなく，破壊形

式が柱の引張降伏から基礎の浮き上がりに変化しても応

答性状は大きく変化しないことを確認した．

第5章「総括」では，以上の研究成果について，全体的

なまとめを行い，今後の研究課題を述べた．

論文調査の要旨

　1995年1月に発生した兵庫県南部地震は，約6400人

もの人命を奪うと共に，倒壊家屋約24万棟にも及ぶ大き

な被害をもたらした．被害を受けた鉄筋コンクリート造，

鉄骨鉄筋コンクリート造建物の多くは1981年以前に，旧

建築基準法に準拠して設計された，いわゆる既存不適格

建物であった．この事から，日本各地に存在する既存不

適格建物を対象にして，耐震改修促進法が制定され，学

校・病院・百貨店・事務所等の特定建築物に対して改修

の努力義務が課せられる事となった．これらの特定建築

物は全国で約21万棟あると推定されており，大きな社会

問題となっている．

　旧建築基準法で設計された建物に，現行の建築基準法

が要求している程度の耐震性能を持たせる方法として，

耐震補強，制震補強および免震補強がある．現在，コス

トや施工性から最も多く採用されているのが耐震補強で

ある．特に学校校舎建築の場合は「翁付き鉄骨補強骨組」

を用いた耐震補強が多く採用されている．しかしながら，

一般の建物の場合はその建物の特性に応じた工法が採用

されるのが望ましく，そのためには各種の新しい補強法

の開発を行なう必要がある．
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　本研究は，「枠付き鉄骨補強骨組」工法の持つ欠点であ

る，頭付き「あと施工アンカー」打設時の騒音や振動の

発生，高コスト，の二点を改良した補強法の開発を目的

とした研究である．提案された補強法は，補強部材とし

て耐力・剛性・変形能力に優れたCFT柱を圧縮ブレース

として使用する簡便な補強法で，「あと施工アンカー」を

出来るだけ少なくし，工期が短く，経済的な補強法であ

るところに特徴があり，建物内部においても施工が比較

的容易であるという利点も有している．

本論文ではまず，1／2縮尺の1層1スパンRC構造骨組

を製作し，補強材であるCFT圧縮ブレースの断面詳細や

取付部詳細を変えた施工実験を行い，提案する補強法が

簡便に施工可能であるかどうかについて検証している．

また，補強を行なった試験体と無補強の試験体を用いて

繰返し水平加力実験を行い，補強した試験体に生じ得る

破壊モードが「風上側柱の引張降伏（架構の曲げ降伏）」

「ブレース・柱接合部のパンチングシア破壊」「ブレー

ス・柱接合部の支圧破壊」「ブレースの座屈」の4種類で

あることを明らかにし，いずれの破壊モ・一一・・一ドの場合でも，

無補強の場合に比較して，耐力については4倍以上の性

能，初期剛性については3倍以上の性能を有することを

確認しいている．さらに，4種類の破壊モードの中では，

最大耐力以降の変形性能の点において「風上側の柱の引

張降伏」が優れているとしている．

　次に，前述した4種類の破壊モード時の耐力を予測す

る手法を明らかにし，望ましい破壊モードであるとして

いる「風上側柱の引張降伏」と「ブレースの座屈」の両

破壊モードで耐力が決まる場合については，補強骨組の

復元力特性も解析的に予測できることを検証している点

は評価できる．

　最後に，典型的なRC構造建物を取り上げ，　CFT圧縮ブ

レースを各種パターンで配置した場合の補強効果を，前

述した解析法を用いて静的及び動的地震応答解析を行い，

有効な圧縮ブレース配置法についての知見を得ている．

　以上要するに，本論文は，その取付方法の詳細を含め

て，CFr部材を圧縮ブレースとして用いる耐震補強法を

提案したもので，建築構造学に寄与するところが大きい．

よって，本論文は博士（工学）の学位論文に値するものと

認める．
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